
（単位：円）

変更区分 事業区分 事業名 補助金額

追加
経営相談支援事
業

80,800

変更 地域活性化事業
中小企業の社長と若年求職
者の交流事業

▲ 80,800

変更 地域活性化事業 BCP策定支援事業 0

※変更区分には、「追加」、「廃止」、「変更」、「未実施」のいずれかを選択してください。 0

大東商工会議所

令和３年度（202１年度）　商工会等事業変更概要書

１．事業変更一覧

コロナウイルス感染症拡大防止のため、実施の時期と方法を変更し
た。

支援件数が増加したため。

変更の理由

コロナウイルス感染症拡大防止のため、講話の規模と実施方法を変
更した。



２．経費支出概要書（経費内訳）
（１）経営相談支援事業 （単位：円）

事業所数/回数 補助金額 事業所数/回数 補助金額 算定基準 補助金額

270 6,750,000 270 6,750,000 0

15 150,000 15 150,000 0

15 450,000 15 450,000 0

68 2,720,000 70 2,800,000 80,000

4 80,000 4 80,000 0

30 600,000 30 600,000 0

30 750,000 30 750,000 0

35 700,000 35 700,000 0

3 60,000 3 60,000 0

5 100,000 5 100,000 0

30 600,000 30 600,000 0

40 2,000,000 40 2,000,000 0

3 60,000 3 60,000 0

1 20,000 1 20,000 0

1 20,000 1 20,000 0

30 300,000 30 300,000 0

2 20,000 2 20,000 0

3 60,000 3 60,000 0

1 10,000 1 10,000 0

5 100,000 5 100,000 0

0 0 0 0 0

80 400,000 80 400,000 0

269 2,690,000 269 2,690,000 0

― 18,640,000 18,600,800 ― 18,720,000 18,681,600 80,000 80,800

（２）専門相談支援事業

支援日数 補助金額 支援日数 補助金額 算定基準 補助金額

19 456,000 19 456,000 0

10 240,000 10 240,000 0

10 240,000 10 240,000 0

― 936,000 936,000 ― 936,000 936,000 0 0

（３）地域活性化事業

補助金額 補助金額 算定基準 補助金額

9,679,810 9,599,010 ▲ 80,800

（4）商工会等支援事業

補助金額 補助金額 算定基準 補助金額

555,500 555,500 0

（５）合計

補助金額

0

変更前 変更後

申　請　合　計 29,772,110 29,772,110

差額

補助金額 補助金額

差額

算定基準 算定基準

小　　計 別紙事業調書のとおり 別紙事業調書【変更後】のとおり

小　　計 別紙事業調書のとおり 別紙事業調書【変更後】のとおり

変更前 変更後

変更前 変更後 差額

算定基準 算定基準

税務支援

金融支援

専門家連携

小　　計

※支援日数×24,000円。ただし、記帳支援のために税理士を活用する場合、事業所数×26,000円

差額

算定基準

小     計

算定基準

事業承継支援

災害時対応支援

マーケティング力向上支援

事業計画作成支援

創業支援

ＩＴ化支援

結果報告

販路開拓支援

事　業　名
変更前 変更後

労務支援

人材育成計画作成支援

マル経融資等の返済条件緩和支援

事業所カルテ・サービス提案

支援機関等へのつなぎ

金融支援（紹介型）

金融支援（経営指導型）

フォローアップ支援

資金繰り計画作成支援

記帳支援

事業継続計画(ＢＣＰ)作成支援

コスト削減計画作成支援

財務分析支援

５Ｓ支援

債権保全計画作成支援

大東商工会議所

区　　　分
変更前 変更後 差額

算定基準 算定基準



４－２．地域活性化事業　事業調書【変更前】

年目

○

○ ○

社

70%

その他目標値

目標値の内容⇒

主
な
事
業
の
目
標

総支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒ ３０年度の実績値が「９社」、元年度の実績値も「１０社」（大企業を除くと９

社）であったことによる。
募集は案内文を作成し、事業PRを行なう。6

支援対象企業の変化
（代表的な指標）

今回の事業を通じ、プレゼンテ－ション力向上や地域企業としての自社の魅力発信などにつながるこ
とが期待できる。また現在の学生気質に触れることが、今後の採用活動に活かしていただけることが
期待される。

指標 アンケ-トにおいて自社の魅力発信意欲、採用意欲が増したと回答した企業数 数値目標

(c)市町村連携 (d)相談事業相乗効果

労-1 中小企業の社長と若年求職者の交流事業 人材育成・労務

府施策連携労１番　「中小企業の社長と若年求職者の交流事業」
府施策連携として、「中小企業の社長と若年求職者の交流事業」の事業に該当。

本事業を実施することにより、「労務支援」等のカルテ化支援につなげていく。カルテ化予定企業数　３社

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型

に ○ )

いつ・

どこで・

何を・

どのよう

にする

のかを

明確に)

人材育成型
【進行例】
　大阪産業大学経済学部１回生への授業の一環として実施
　　7月8日（木）、12日（月）、15日（木）に１日２回、計６回実施。

　　そして実施方法を対面より、オンライン（コロナの状況によってはオンラインと対面の併用）での実施に
変更。
　①社長講話

　　テーマは「働くということ」「業界のこと」「仕事の意義」等。自社紹介を行い魅力を伝える。
　②学生との交流意見交換
　　社長講話を受け、今度は学生側から質疑応答形式で、講話の内容に関する意見や働くことに対する学生の

　　イメージなどを述べることで双方向の理解促進、相互交流を図る。

　　また、事業実施にあたり、参加企業や参加学生に対して、OSAKAしごと
　　フィ－ルドのＰＲを行ない、会員登録の誘導を図る。

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型

事業手法
（該当する場合は

○印と下欄に

その根拠）

(a)府施策連携 (b)広域連携

これまでの
取組状況

※継続事業の場

合のみ記入

実施内容・
実績数値

令和２年度はコロナ禍で中止
※参考
令和元年７月４日・８日・１１日・１５日・１８日・２２日に、１０社で、計「１２回」実施。

（内容）
①社長講話　②学生との意見交換　③OSAKAしごとフィールドPR

学生参加者数　延べ９３６名（学生のレポート数より算出しており、実質はもう少し多くなる）

反省点

※参考
社長講話を聴かれた学生さんにレポートを作成いただいた。令和元年度はレポート数、延べ９３６名のレポー

トの提出をいただいた。社長講話の「効果」をみていくうえにおいても、今後ともレポート作成を継続してい
きたいと考えている。

←複数年段階的実施事業は左欄に○を付けるこ

と。また、別紙にて計画を提出すること

事
業
の
概
要

事業概要 大産大生に対する中小企業の社長等の講話を通じ、自社の魅力発信や学生の来たる就職活動に寄与する

事業の目的
（現状や課題をどのような

状態にしたいか）

グロ-バル化や少子高齢化、そしてコロナ禍など社会の急激な変化は、産業構造の変化や労働市場、就業状況

の流動化など、社会や企業に対して大きな変容をもたらしています。そのような中、企業は将来に活路を見出

す原動力として有為な人材を切望している一方、就職や将来の進路に不安や悩みを持つ学生が増加していま

す。ついては大学と中小企業の橋渡しを行うことを目的に本事業を実施する。

支援する対象
（業種・事業所数等）

積極的に地元学生の育成や雇用を検討している地域中小企業者

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

日々の経営支援相談の中、若年者をはじめとした有為な人材確保を希望する企業の存在を把握している。一
方、大阪産業大学も令和２年度はコロナ禍で本事業は中止とならざる得なかったが、当事業の再開を希望され

ている。

想定する実施期間 26 年度～ 年度まで

大東商工会議所

事業名 中小企業の社長と若年求職者の交流事業 事業番号 新規/継続 継続



４－２．地域活性化事業　事業調書【変更前】 大東商工会議所

円 × 社 × ＝ 円

⇒ 円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

社 （小計） 円

※新規の広域連携事業の場合は広域連携促進費を加算（小計の５％） 円

計 円

円

円

○ ○

円 × ＝ 円 （

代

○ 円

　 円

　 円

　 円

　 円

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核団体

またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説明する

代表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

大東商工会議所

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

242,400 1.00 242,400 円）

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

算 出 額

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担

合計 6 242,400

負担金の積算

(a)府施策連携 (b)広域連携 (c)市町村連携 (d)相談事業相乗効果

242,400

標準事業費

40,400 6 1.00 242,400

算定基準
（行が足りない場合は、⇒

の行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数



４－２．地域活性化事業　事業調書【変更後】

年目

○

○ ○

社

70%

その他目標値

目標値の内容⇒

主
な
事
業
の
目
標

総支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒ ３０年度の実績値が「９社」、元年度の実績値も「１０社」（大企業を除くと９

社）であったことによる。
募集は案内文を作成し、事業PRを行なう。4

支援対象企業の変化
（代表的な指標）

今回の事業を通じ、プレゼンテ－ション力向上や地域企業としての自社の魅力発信などにつながるこ
とが期待できる。また現在の学生気質に触れることが、今後の採用活動に活かしていただけることが
期待される。

指標 アンケ-トにおいて自社の魅力発信意欲、採用意欲が増したと回答した企業数 数値目標

(c)市町村連携 (d)相談事業相乗効果

労-1 中小企業の社長と若年求職者の交流事業 人材育成・労務

府施策連携労１番　「中小企業の社長と若年求職者の交流事業」

府施策連携として、「中小企業の社長と若年求職者の交流事業」の事業に該当。

本事業を実施することにより、「労務支援」等のカルテ化支援につなげていく。カルテ化予定企業数　３社

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型

に ○ )

いつ・

どこで・

何を・

どのよう

にする

のかを

明確に)

人材育成型 【進行例】
　大阪産業大学経済学部１回生への授業の一環として実施
　　7月8日（木）、12日（月）、15日（木）に１日２回、計４回実施。

　　実施方法を対面+オンラインでの実施に変更。

　①社長講話

　　テーマは「働くということ」「業界のこと」「仕事の意義」等。自社紹介を行い魅力を伝える。
　②学生との交流意見交換
　　社長講話を受け、今度は学生側から質疑応答形式で、講話の内容に関する意見や働くことに対する学生の
　　イメージなどを述べることで双方向の理解促進、相互交流を図る。

　　また、事業実施にあたり、参加企業や参加学生に対して、OSAKAしごと
　　フィ－ルドのＰＲを行ない、会員登録の誘導を図る。

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型

事業手法
（該当する場合は

○印と下欄に

その根拠）

(a)府施策連携 (b)広域連携

これまでの
取組状況

※継続事業の場

合のみ記入

実施内容・
実績数値

令和２年度はコロナ禍で中止
※参考
令和元年７月４日・８日・１１日・１５日・１８日・２２日に、１０社で、計「１２回」実施。

（内容）
①社長講話　②学生との意見交換　③OSAKAしごとフィールドPR

学生参加者数　延べ９３６名（学生のレポート数より算出しており、実質はもう少し多くなる）

反省点

※参考
社長講話を聴かれた学生さんにレポートを作成いただいた。令和元年度はレポート数、延べ９３６名のレポー
トの提出をいただいた。社長講話の「効果」をみていくうえにおいても、今後ともレポート作成を継続してい

きたいと考えている。

←複数年段階的実施事業は左欄に○を付けるこ

と。また、別紙にて計画を提出すること

事
業
の
概
要

事業概要 大産大生に対する中小企業の社長等の講話を通じ、自社の魅力発信や学生の来たる就職活動に寄与する

事業の目的
（現状や課題をどのような

状態にしたいか）

グロ-バル化や少子高齢化、そしてコロナ禍など社会の急激な変化は、産業構造の変化や労働市場、就業状況

の流動化など、社会や企業に対して大きな変容をもたらしています。そのような中、企業は将来に活路を見出

す原動力として有為な人材を切望している一方、就職や将来の進路に不安や悩みを持つ学生が増加していま

す。ついては大学と中小企業の橋渡しを行うことを目的に本事業を実施する。

支援する対象
（業種・事業所数等）

積極的に地元学生の育成や雇用を検討している地域中小企業者

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

日々の経営支援相談の中、若年者をはじめとした有為な人材確保を希望する企業の存在を把握している。一
方、大阪産業大学も令和２年度はコロナ禍で本事業は中止とならざる得なかったが、当事業の再開を希望され

ている。

想定する実施期間 26 年度～ 年度まで

大東商工会議所

事業名 中小企業の社長と若年求職者の交流事業 事業番号 新規/継続 継続



４－２．地域活性化事業　事業調書【変更後】 大東商工会議所

円 × 社 × ＝ 円

⇒ 円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

社 （小計） 円

※新規の広域連携事業の場合は広域連携促進費を加算（小計の５％） 円

計 円

円

円

○ ○

円 × ＝ 円 （

代

○ 円

　 円

　 円

　 円

　 円

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核団体

またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説明する

代表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

大東商工会議所

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

161,600 1.00 161,600 円）

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

算 出 額

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担

合計 4 161,600

負担金の積算

(a)府施策連携 (b)広域連携 (c)市町村連携 (d)相談事業相乗効果

161,600

標準事業費

40,400 4 1.00 161,600

算定基準
（行が足りない場合は、⇒

の行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数



４－２．地域活性化事業　事業調書【変更前】

8 年目

○

○ ○ ○

社

大東商工会議所

事業名 BCP策定支援事業 事業番号 2 新規/継続 継続

想定する実施期間 26 年度～ 年度まで

事業の目的
（現状や課題をどのような

状態にしたいか）

大規模災害になるといわれる「南海トラフ巨大地震」、地元においては上町・生駒の断層帯の地震のみならず、風水害・サイバー攻撃等

様々な脅威が存在する。また、実際に30年度は大阪北部地震・台風21号により大阪府が被災地となり、昨年度においては新型コロナウィ

ルス感染症への対応等、企業経営上の危機管理強化が望まれる中、「被害を最小限に抑え、速やかに事業を継続する」ための準備がＢＣ

Ｐであるが、府内中小企業のＢＣＰ策定率は２割に満たないとの結果にとどまっており、未だ策定が進んでいない企業は多い状況にあ

る。

支援する対象
（業種・事業所数等）

大東市域を主とした府内の事業所

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

窓口・巡回時において「緊急事態発生時に、より早く事業が復旧出来る体制を整えることは、取引先からの要
請・対応のみにとどまらず、雇用の確保・新規取引先の拡大にも繋がるため、BCPの必要性は認識してい
る。」との声が聞かれる。一方で「時間と費用の捻出が厳しい。」との声があるのも事実である。

これまでの
取組状況

※継続事業の場

合のみ記入

実施内容・
実績数値

令和２年１１月１２日に実施。

BCP策定の第一人者を講師に据え、策定方法のみならず感染症対策のBCPについても講演。併せて大東市の

災害対策の担当者による地域の自然リスクについても併せて説明を得た。
参加企業数１１社(１２名)

反省点

参加者の満足度や今後の取り組みへの知識習得については、一定の成果を上げられたと感じている。しかしな
がら、まだまだ関心を持っていない事業所が多数存在するため、効果的な周知方法・普及啓発が必要ではない
かと考えている。

←複数年段階的実施事業は左欄に○を付けるこ

と。また、別紙にて計画を提出すること

事
業
の
概
要

事業概要
リスクマネジメントとしての「BCP【事業継続計画】」の情報提供と策定方法を管内事業者に提示
し、府内中小企業の強靭化を図る。

(c)市町村連携 (d)相談事業相乗効果

商-10 BCP・BCMの普及促進 ＢＣＰ

(ａ)大阪府作成「超簡易版BCP」及び商工会連合会の支援制度を有効活用し、参加者に支援を促す。
(ｃ)広報及び災害等の情報事例提供を通じて連携を深める。
(ｄ)支援企業に対し、「事業継続計画」への策定支援に繋げる。

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型

に ○ )

いつ・

どこで・

何を・

どのよう

にする

のかを

明確に)

人材育成型
ＢＣＰ普及啓発セミナーを実施する。
<内容>①「脅威」を身近に感じてもらい、ＢＣＰの必要性を理解してもらう。

　　　②大阪府及び大阪府商工会連合会の支援制度の紹介を行い普及を行う。
　　　③管内の小規模企業への巡回指導等を通じ、BCPの策定を行おうとする企業を
　　　　発掘し、セミナーの案内や個者支援を実施する。

<実施時期>７月ごろ<予定>
<会場>大東商工会議所

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型

事業手法
（該当する場合は

○印と下欄に

その根拠）

(a)府施策連携 (b)広域連携

15社

その他目標値

目標値の内容⇒

主
な
事
業
の
目
標

総支援対象企業数

設定根拠及び

募集方法⇒ 過去３年間の実績に内容・広報の充実を加味した分追加して算出。
案内チラシを配布するほか、市の広報誌掲載、巡回等により募集を図る。

15

支援対象企業の変化
（代表的な指標）

ＢＣＰ策定に対して「取組む予定がない。」「取組む必要がない。」と思っている事業所が、有事の
際の事業継続だけでなく、顧客との信頼関係を構築できる等ＢＣＰがどれだけ重要か認識し策定を検
討していただくきっかけとなる。

指標 大阪府作成簡易版ＢＣＰシ－トを作成できた企業数 数値目標



４－２．地域活性化事業　事業調書【変更前】 大東商工会議所

円 × 社 × ＝ 円

⇒ 円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

社 （小計） 円

※新規の広域連携事業の場合は広域連携促進費を加算（小計の５％） 円

計 円

円

円

○ ○ ○

円 × ＝ 円 （

代

　 円

　 円

　 円

　 円

　 円

算定基準
（行が足りない場合は、⇒

の行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数 標準事業費

20,200 15 1.00 303,000

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

算 出 額

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担

合計 15 303,000

負担金の積算

(a)府施策連携 (b)広域連携 (c)市町村連携 (d)相談事業相乗効果

303,000

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

303,000 1.00 303,000 円）

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核団体

またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説明する

代表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

大東商工会議所



４－２．地域活性化事業　事業調書【変更後】

8 年目

○

　

○ ○

社

15社

その他目標値

目標値の内容⇒

主
な
事
業
の
目
標

総支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒ 過去３年間の実績に内容・広報の充実を加味した分追加して算出。

案内チラシを配布するほか、市の広報誌掲載、巡回等により募集を図る。
15

支援対象企業の変化
（代表的な指標）

ＢＣＰ策定に対して「取組む予定がない。」「取組む必要がない。」と思っている事業所が、有事の
際の事業継続だけでなく、顧客との信頼関係を構築できる等ＢＣＰがどれだけ重要か認識し策定を検
討していただくきっかけとなる。

指標 大阪府作成簡易版ＢＣＰシ－トを作成できた企業数 数値目標

(c)市町村連携 (d)相談事業相乗効果

商-10 BCP・BCMの普及促進 ＢＣＰ

(ａ)大阪府作成「超簡易版BCP」及び商工会連合会の支援制度を有効活用し、参加者に支援を促す。

(ｃ)広報及び災害等の情報事例提供を通じて連携を深める。
(ｄ)支援企業に対し、「事業継続計画」への策定支援に繋げる。

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型

に ○ )

いつ・

どこで・

何を・

どのよう

にする

のかを

明確に)

人材育成型
ＢＣＰ普及啓発セミナーを実施する。
<内容>①「脅威」を身近に感じてもらい、ＢＣＰの必要性を理解してもらう。
　　　②大阪府及び大阪府商工会連合会の支援制度の紹介を行い普及を行う。
　　　③管内の小規模企業への巡回指導等を通じ、BCPの策定を行おうとする企業を

　　　　発掘し、セミナーの案内や個者支援を実施する。

<実施時期>７月ごろ<予定>

　　　　→　８月以降
<会場>大東商工会議所及びオンライン配信
　　　　当所での講演内容を録画の上、参加機会を増やす目的で後日録画内容をyoutubeにて限定アドレスに
　　　　て送信の上、同講演会の受講を実施する。

　　　　(なお、参加者数は当所申込者限定とし、受付人数も上限を設定する。併せて、放映日を目途を設
              けて締め切り日を設ける。)

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型

事業手法
（該当する場合は

○印と下欄に

その根拠）

(a)府施策連携 (b)広域連携

これまでの
取組状況

※継続事業の場

合のみ記入

実施内容・
実績数値

令和２年１１月１２日に実施。
BCP策定の第一人者を講師に据え、策定方法のみならず感染症対策のBCPについても講演。併せて大東市の

災害対策の担当者による地域の自然リスクについても併せて説明を得た。
参加企業数１１社(１２名)

反省点

参加者の満足度や今後の取り組みへの知識習得については、一定の成果を上げられたと感じている。しかしな
がら、まだまだ関心を持っていない事業所が多数存在するため、効果的な周知方法・普及啓発が必要ではない
かと考えている。

←複数年段階的実施事業は左欄に○を付けるこ

と。また、別紙にて計画を提出すること

事
業
の
概
要

事業概要
リスクマネジメントとしての「BCP【事業継続計画】」の情報提供と策定方法を管内事業者に提示
し、府内中小企業の強靭化を図る。

事業の目的
（現状や課題をどのような

状態にしたいか）

大規模災害になるといわれる「南海トラフ巨大地震」、地元においては上町・生駒の断層帯の地震のみならず、風水害・サイバー攻撃等

様々な脅威が存在する。また、実際に30年度は大阪北部地震・台風21号により大阪府が被災地となり、昨年度においては新型コロナウィ

ルス感染症への対応等、企業経営上の危機管理強化が望まれる中、「被害を最小限に抑え、速やかに事業を継続する」ための準備がＢＣ

Ｐであるが、府内中小企業のＢＣＰ策定率は２割に満たないとの結果にとどまっており、未だ策定が進んでいない企業は多い状況にあ

る。

支援する対象
（業種・事業所数等）

大東市域を主とした府内の事業所

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

窓口・巡回時において「緊急事態発生時に、より早く事業が復旧出来る体制を整えることは、取引先からの要
請・対応のみにとどまらず、雇用の確保・新規取引先の拡大にも繋がるため、BCPの必要性は認識してい
る。」との声が聞かれる。一方で「時間と費用の捻出が厳しい。」との声があるのも事実である。

想定する実施期間 26 年度～ 年度まで

大東商工会議所

事業名 BCP策定支援事業 事業番号 2 新規/継続 継続



４－２．地域活性化事業　事業調書【変更後】 大東商工会議所

円 × 社 × ＝ 円

⇒ 円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

社 （小計） 円

※新規の広域連携事業の場合は広域連携促進費を加算（小計の５％） 円

計 円

円

円

○ ○

円 × ＝ 円 （

代

　 円

　 円

　 円

　 円

　 円

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核団体

またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説明する

代表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

大東商工会議所

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

303,000 1.00 303,000 円）

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

算 出 額

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担

合計 15 303,000

負担金の積算

(a)府施策連携 (b)広域連携 (c)市町村連携 (d)相談事業相乗効果

303,000

標準事業費

20,200 15 1.00 303,000

算定基準
（行が足りない場合は、⇒

の行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数


